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 EBPM（Evidence Based Policy Making 証拠に基づく政策立案）とは、政策の企画を

その場限りのエピソードに頼るのではなく、政策目的を明確化したうえで合理的根拠（エ

ビデンス）に基づくものとすること。 
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は じ め に 

 

産業政策監と農村政策フェローは、2019 年に全国に先駆けて紫波町産業部内に設置されました。これまで

の 5 年間の活動経過を発展段階的に整理すると始動期（2019 年）、助走期（2020 年）、離陸期（2021 年）を

経て、2022 年に産業政策監の主な活動ジャンルを調査研究とリーディングプロジェクトの創案とすることが

確立され、2023 年には、活動内容が集大成されてきたのではないかと考えられます。（発展段階は、6.農村政

策フェローの活動展開過程参照） 

始動期では、業務支援ツールとして各種のデータベースを整理するとともに関係者からの要望課題に対応

しながら、課題の整理を行ってきました。 

助走期では、データベースを活用した調査研究を開始し、町農業の現状と課題を定量的に明らかにして産

業政策監調査研究報告にまとめ町のホームページで公表を始めました。また、要望に基づいて個別に取り組

みを始めた事項について農地を有効に活用するためのリーディングプロジェクトとして体系的に整理しまし

た。 

離陸期では、リーディングプロジェクトとして①子実用トウモロコシの産地化、②農地の一元的管理主体

の創設、③農業体験農園の普及、④新たなウルシ産業の創出を本格的に試行し始めました。 

ジャンル確立期では、引き続きリーディングプロジェクトを推進するとともに、情報発信を強化すること

により、新聞や雑誌に取り上げられ、産業政策監と農村政策フェローの全国的な認知度が向上しました。   

集大成期では、紫波町の 5 年間の取組を東北農業経済学会青森大会のシンポジウムで報告するとともに、

実践活動が「エビデンスに基づく政策立案とその実践による農業現場の課題解決に関する一連の取組が東北

農業の発展に貢献する特に優れた実践活動」として評価され、東北農業経済学会賞実践賞を受賞しました。 

これまでに公表してきた産業政策監調査研究報告は 25 号となり、試行しているリーディングプロジェクト

は、①子実用トウモロコシの産地化、②農地の一元的管理主体の創設、③農業体験農園の普及、④新たなウ

ルシ産業の創出、⑤みくまるっと脱炭素化、⑦つなぐビール連携プロジェクトの 6 つとなりました。 

本報告書では、これまでに調査研究として実施してきた担い手と農地の需給見通しとリーディングプロジ

ェクトの試行を EBPM（Evidence Based Policy Making）の枠組みで再整理しています。 

また、まずはやってみて評価を繰り返しながら、より効果的な施策の実践を目指すという PDR（Prep Do 

Review）マネジメントで実施してきたリーディングプロジェクトをアジャイル型のプロジェクトと言い換え

て再整理しています。  

本報告書は、令和 5 年度農村政策フェロー活動報告会（2023 年 11 月 13 日）で報告した「産業政策監にお

ける EBPM とアジャイル型プロジェクト～農村政策フェロー5 年間の活動の集大成～」と東北農業経済学会

青森大会（2023 年９月 23 日）シンポジウムで報告した内容をもとにまとめたものです。 

このため、既に公開している産業政策監調査研究報告と内容が重複する部分もありますが、本報告書によ

り産業政策監や農村政策フェローの活動状況に理解をいただければ幸いです。  
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1. 産業政策監における EBPM の取組状況
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 産業政策監における EBPM の取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

・EBPM（Evidence Based Policy Making 証拠に基づく政策立案）とは、政策の企画をその場限りの

エピソードに頼るのではなく、政策目的を明確化したうえで合理的根拠（エビデンス）に基づくもの

とすることです。 

・産業政策監における具体的な EBPM の取組をデータ化、情報化、知識化、政策化の段階毎に整理す

ると下図のとおりとなります。 

・まず農業現場である農家、認定農業者、集落営農、農業法人の現状について、農林業センサス、経営

改善計画、集落営農実態調査、農業状況報告等を用いてデータ化します。 

・次に農業現場のデータを分析し、現状と課題についてエビデンスを定量的に明らかにし、課題解決に

向けた情報化を図ります。 

・データの分析に基づいたエビデンスに対応方向を加えて、産業政策監調査研究報告としてまとめ、政

策立案のための知識化を図ります。 

・産業政策監調査研究報告にまとめたエビデンスと対応方向と想定されるプロジェクトの経済試算、先

行しているロールモデルを参考にしながら、紫波町の農業課題を解決するためのリーディングプロ

ジェクトとして政策化（試行）を図っています。 
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2.担い手と農地需給見通しのエビデンス 

（１）農地需給見通の分析フレーム 

 

（２）ＡＩによる農業経営体数の予測モデルによる農地の供給量 

 

 

 

 

 

農地供給量
【ＡＩによる農業経営体数の予測モデル】
・離農する農業経営体数と離農により供給される
農地の予測値

・旧町村別予測値

【地域農業分析支援シート】
・農業経営体数と経営面積の予測智試算
・町全体の作物別試算

農地需要量
【認定農業者の経営改善計画書】
・拡大目標面積＝目標面積－現状面積

・農地需要面積＝拡大目標面積の集計値

・旧町村別集計値

・作物別集計値

農地の需給見通し
供給過剰農地面積＝農地供給量－農地需要量

リーディングプロジェクト

今後多量の農地

が供給過剰

農地の有効活用

方策が必要

  
・AIを用いた農業経営体数の予測モデルでは、紫波町の 2030年の農業経営体数は、727経営体に減少し、離農

する農家から 2020年から 2030年に供給される農地は、961ha－358ha＝603haになると予測されています。 
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・離農により供給される農地面積は、平坦地域の志和、赤石、彦部、水分地区では、田が多量に供給されると見込ま

れます。 

・丘陵地域・山間地域の赤沢、佐比内、長岡では、樹園地が多く供給されてくるとともに不作付地が多くなると見込ま

れます。 

・平坦混住地域の古館、日詰地区では、田が供給されるとともに不作付地が多くなると見込まれます。 
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（３）地域農業分析支援シートによる農地の供給量 

地域農業分析支援シートは、岩手県農業研究センターが 2023 年に公表した研究成果で、2010 年、

2015 年、2020 年の農林業センサスの個票を市町村単位に 166 分類条件と 107 集計項目でクロス集計さ

れたものです。 

経営主の年齢階層別にクロス集計した表を活用することによって、今後の作物ごとの経営体数と経営

面積が試算できます。 

 

〇見通しの試算方法 

     2025 年～2035 年の見通しは、2020 年の経営主の年齢階層別集計表をもとに以下の前提で試算して

います。 

    

＜経営主の年齢が 74 歳以下の階層の場合＞ 

     新規就農と 74 歳以下でリタイアする経営体が無いということを前提にして、2020 年の年齢階層別

のデータをもとに、2025 年のデータは、2020 年の年齢階層の５歳上の年齢階層のデータとし試算して

います。同様に 2030 年は、2020 年の 10 歳上の年齢階層のデータ、2035 年は、2020 年の 15 歳上の

年齢階層のデータとして試算しています。 

   

＜経営主の年齢が 75 歳以上の階層の場合＞ 

     75 歳以上の年齢階層では、高齢化によりリタイアする経営体が多く、2010 年～2020 年にかけて経

営体数と作付面積に増加する傾向が見られないことから、2025 年、2030 年、2035 年の 75 歳以上の年

齢階層のデータは、2020 年の 75 歳以上の年齢階層のデータと同じデータとして試算しています。 

 

〇分析対象 

個人経営体、団体経営体 

 

〇分析作物等 

水稲、小麦、りんご、ぶどう、きゅうり、トマト、肉用牛 

 

〇分析期間 

2010 年～2020 年までの推移と 2025 年、2030 年、2035 年の見通し 

 

  〇分析結果 

分析結果の詳細は、次の報告書をご覧ください。 

 

産業政策監調査研究報告第 22 号 

「紫波町の作物別経営体数及び作付面積の推移と今後の見通し」 

～農林業センサス個票の年齢階層別集計データを用いた農業経営体数と作付面積の分析～ 
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・2020 年から 2030 年にかけて紫波町の主要作物の経営体数と作付面積は、約 6 割に減少すると見込まれます。

特に減少率が大きいのは小麦となっています。 

・今後の 2020 年から 2030 年の減少ポイントは、これまでの 2010 年から 2020 年の減少ポイントを大幅に上回る

と見込まれます。 

・2020 年から 2030 年にかけて農業経営体数の合計は、1,221 経営体から 712 経営体に減少し、経営面積の合計

は、2,654ha から 1,425ha に減少し、1,229ha の農地が供給されてくると見込まれます。 

・今後の 2020 年から 2030 年の間に減少する経営体と経営面積は、これまでの 2010 年から 2020 年の減少数を

大幅に上回ると見込まれます。 
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（４）認定農業者の経営改善計画の集計値による農地の需要量 
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（５）旧町村別の農地の需給見通し 
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地区別認定農業者拡大目標面積（ａ）
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・認定農業者の拡大目標面積は、平坦地域の水分、志和、彦部地区で多くなっています。 

・一方、丘陵・山間地域の佐比内、赤沢地区と平坦混住地域の古館、日詰地区では、認定農業者の拡大目標面積が

少なくなっています。 

・大規模な法人がある水分地区と彦部地区、認定農業者が多い志和地区では、認定農業者の法人の拡大目標面積

が大きくなっています。 
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（６）地域別農地の需給見通しと対応方向 

地   域           農  地  の  需  給  見  通  し 対 応 方 向 

 
 
平坦地域 

 稲作の兼業農家が多く、今後リタイアする農家から多量の水田
が供給されてくると見込まれます。認定農業者は水稲での拡大希
望があることから、認定農業者の個人経営体や法人が農地を集積
し規模拡大を進めることができれば、遊休農地の発生は防げるの
ではないかと見込まれます。 
 ただし、地域の農地の受け皿となってきた法人もこれ以上水稲
として引き受けるのが困難になってきています。 

省力的な畑作物の導入 

 
 
平坦混住地域 

 認定農業者が極めて少なく、農地の受け皿となる法人も無いた
め、今後リタイヤする農家から供給されてくる農地の引き受け手
がおらず、多量の遊休農地の発生が懸念されます。 
 一方、この地域は、非農家が多く自分で家庭菜園をやってみた
いというニーズがあります。 

消費者が野菜作りをで
きる場の提供 

 
 
丘陵地域 

 りんごとぶどうの果樹の産地となっていますが、今後リタイヤ
する農家から多量の樹園地が供給されてくるものの、樹園地の借
り手がいないこと。また農地を集積できる大規模な水田作経営体
がいないため、樹園地と水田で遊休農地の発生が懸念されます。  

地域全体で水田を維持
する仕組の創設 

山間地域  耕作条件が悪く、担い手もいないため不作付地が増加し、遊休
農地周辺で鳥獣被害が増えることが懸念されます。 

林業経営で採算がとれ
る新たな樹種の栽培 
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3.アジャイル型リーディングプロジェクト 

（１）リーディングプロジェクトの概要 

プロジェクト名       プ ロ ジ ェ ク ト の 概 要 適用地域 

子実トウモロコ

シ産地化 

 今後、高齢農業者のリタイヤに伴い大量に供給されてくる水田の有効活用と、

今後増加すると見込まれる転作田を有効活用するため、新たな転作作物として省

力的で労働生産性の高い子実トウモロコシの産地化を図るため、現地実証を行っ

てきました。 

現地実証の結果、子実トウモロコシは水稲よりはるかに短時間で栽培可能で大

規模に栽培がすることが可能で排水対策を実施すれば単収も確保できることが分

かりました。（農水省の資料では水稲の 1/20） 町内の畜産経営体と連携しな

がら、濃厚飼料の町内自給率の向上と堆肥の資源循環を目指しています。 

＜平坦地域＞ 

 水分地区、志和地区 

 赤石地区、彦部地区 

 長岡地区 

みくまるっと脱

炭素化 

 生ごみや廃棄りんごでバイオガス発電を行い、電気の地消地産を進めるととも

に、発電で生じた消化液を子実トウモロコシ等に施用し、資源の地域循環と濃厚

飼料の地域自給率の向上を目指しています。 

＜平坦地域＞ 

 水分地区 

（脱炭素化先行地区） 

つなぐビール連

携 

 岩手大学クラフトビール部（学内カンパニー）とベアレン醸造所が進める「つ

なぐビールビールプロジェクト」の一員としてビール麦の産地化のために栽培実

証を開始しました。今後「酒のまち紫波推進ビジョン」「酒の学校基本コンセプ

ト」と連動して町内でのビールの原料生産、麦芽加工、醸造、販売・消費できる

体制を整えることを目指しています。 

＜平坦地域＞ 

 水分地区（酒の学校） 

 志和地区（ビール麦生産） 

農地の一元的管

理主体創設 

 中山間地域では、地域の水田の受け皿となる大規模な水田農業経営体がいない

ことから、地域の水田を一元的に管理する管理主体の創設を進めています。 

 農地の一元的管理とは、農地中間管理事業を活用し、地域の農地を一括して農

地中間管理機構に貸出し、地域の農地を一元的に管理する主体が農地中間管理機

構から一括して借り受けて経営する方式です。 

＜丘陵地域＞ 

 志和地区（西部丘陵地域） 

 佐比内地区、赤沢地区、 

 長岡地区（東部丘陵地域） 

農業体験農園普

及 

 混住化している地域の小区画で低利用の農地を活用し、非農家の方々が野菜作

りに親しめる農業体験農園の設置を進めています。 

野菜づくりを通じて消費者の農業への理解を促進するとともに、新規就農者や

産直の新たな出荷者になることを期待しています。また農ある暮らしが実現でき

る「暮らし心地のいいまち」として移住者の増加につながることを期待していま

す。 

＜平坦混住地域＞ 

 古館地区（住宅地周辺） 

 日詰地区（住宅地周辺） 

 赤石地区（住宅地周辺） 

新たなウルシ産

業創出 

 文化庁の文化財の補修に国産漆を使用するという通達を受けて国産漆の需要が

拡大していますが、国産漆の生産は漆掻きにより生産するため効率が悪く生産が

増加していません。 

 近年 5～７年で漆の木を伐採し搾汁する技術開発と漆器以外のバイオプラスチ

ック等の新たな用途開発が進められています。新たな技術を採用したウルシの栽

培は経済的に成り立つ樹種として山間地域の荒廃農地の有効活用方策として期待

されるため、町有地でウルシの栽培実証を行っています。 

＜山間地域＞ 

 志和地区（西部山間地域） 

 佐比内地区(山間地域） 

 赤沢地区(山間地域） 

 長岡地区（東部山間地域） 
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（２）リーディングプロジェクトのロールモデルと紫波町の特徴 
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（３）リーディングプロジェクトの適応地域 

 
 

 

リーディングプロジェクトの適応地域

佐比内

彦部

赤石

日詰

長岡

平坦地域

子実トウモロコシ産地化

平坦混住地域

農業体験農園普及

水分

志和
赤沢

農振計画区域外

山間地域

新たなウルシ産業創出

丘陵地域

農地一元管理主体創設

丘陵地域

農地一元管理主体創設

山間地域

新たなウルシ産業創

つなぐビール

連携

みくまるっと

脱炭素先行地区

彦部

古館
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（４）リーディングプロジェクトはアジャイル型プロジェクト 
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（５）紫波町産業部各課の役割と関係機関との連携 
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4.漏れバケツ理論とリーディングプロジェクト 

（１）漏れバケツ理論とは 
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（２）紫波町の所得循環構造 

 

 

（３）金ヶ崎町の所得循環構造 

 

（出典）「地域経済循環分析自動作成ツール 2018 年版 環境省 株式会社価値総合研究所」を用いて作成 

（出典）「地域経済循環分析自動作成ツール 2018 年版 環境省 株式会社価値総合研究所」を用いて作成 
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（４）陸前高田市の所得循環構造 

 

 

（５）漏れバケツ理論とリーディングプロジェクト 

 

（出典）「地域経済循環分析自動作成ツール 2018 年版 環境省 株式会社価値総合研究所」を用いて作成 
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5.リーディングプロジェクトの経済効果試算 

（１）子実トウモロコシ産地化プロジェクトの経済効果と二酸化炭素削減量試算 

 

 

（２）みくまるっと脱炭素化プロジェクトの経済効果と二酸化炭素削減量試算 
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（３）つなぐビール連携プロジェクト経済効果試算 

 

 

（４）農業体験農園普及プロジェクトの経済効果試算 
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  町外の勤労者が紫波町に移住した場合の経済効果試算 

 

 

（５）新たなウルシ産業創出プロジェクトの経済効果試算 
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6.農村政策フェローの活動展開過程 

 

 

 

 

2019 年 
2019 年 
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7.産業政策監から発信した情報 

（１）産業政策監調査研究報告（町ホームページで公開） 

 分 類 番号      タ       イ       ト       ル 公表年月 

 

 

 

農業構造

分析 

第 2 号 「紫波町の農業経営体数の予測と農地の需給見通し」 
～ＡＩを用いた農業経営体予測モデルの活用に関する実証試験結果を踏まえ～ 

令和２年 11 月 

第 5 号 「紫波町の農業生産構造動向分析」  
～2020 年農林業センサス（概数値）データ分析から～ 

令和３年１月 

第 8 号 「紫波町における旧町村別農業生産構造の特徴と人・農地プランの実践」 
～2020 年農林業センサス 紫波町旧町村別データ分析～ 

令和３年９月 

第 9 号 「紫波町の旧町村別農業生産構造の動向分析と今後の農業振興策の考え方」 
～農林業センサス分析支援シート※を活用した 2010 年、2015 年、2020 年データの分析～ 

令和３年 11 月 

第 22 号 「紫波町の作物別経営体数及び作付面積の推移と今後の見通し」 
～農林業センサス個票の年齢階層別集計データを用いた農業経営体数と作付面積の試算～ 

令和５年６月 

第 24 号 「紫波町の農業の担い手確保に向けた統計分析と対応方向」 
～新規就農者調査、認定農業者経営改善計画、農林業センサス等の分析～ 

令和６年１月 

 

地域計画 

第 11 号 「紫波町における人・農地プランの取組状況」 
～ＰＤＲサイクルによる農地有効活用リーディングプロジェクト推進～ 

令和４年３月 

第 17 号 「地域の農地を一元的に管理する管理主体の創設」 
～一般社団法人里地里山ネット漆立の事例～ 

令和４年８月 

第 23 号 「地域計画作成に向けた農地の需給見通しとリーディングプロジェクト」 令和５年８月 

集落営農 第 15 号 「紫波町の集落営農の特徴と今後の方向」 
～集落営農実態調査（農林水産省）の岩手県データの分析～ 

令和４年７月 

第 18 号 「財務諸表の分析に基づく紫波町の集落営農の展開方向」 
～集落営農実態調査と水田作経営の法人と集落営農の決算資料の分析～ 

令和５年 1 月 

認定農業

者 

第 1 号 「紫波町認定農業者の定量分析と農地の需要見通し」  
～認定農業者関係データベースを活用した分析～ 

令和２年 10 月 

第 21 号 「紫波町の認定農業者の特徴と農地の需給見通し」 
～認定農業者経営改善計画の分析から～ 

令和５年５月 

 

子実トウ

モロコシ 

第 7 号 「紫波町における子実用トウモロコシ産地化の取り組み状況」 
～令和２年度実証試験及び令和３年度実証計画～ 

令和３年３月 

第 12 号 「紫波町における子実用トウモロコシ産地化の取り組み状況（令和３年度実績）」 令和４年３月 

第 20 号 「子実用トウモロコシ産地化の課題と対応方向」 
～岩手県紫波町における 2020 年～2022 年の取り組みを踏まえ～ 

令和５年４月 

 

農業体験

農園 

第 3 号 「農業体験農園シンポジウムの開催状況」  
～古館農業体験農園の活動実績報告～ 

令和２年 12 月 

第 4 号 「古館農業体験農園の取組状況と盛岡市市民の農業体験農園の意向」 令和２年 12 月 

第 10 号 「畑からはじまる心地よい暮らしの集い」  
～畑を利用して活動している各団体の活動内容～ 

令和４年３月 

第 16 号 「畑に見いだす新たな価値」 
～古館農業体験農園の実践事例から～ 

令和４年８月 

地産地消 第 14 号 「地産地消が地域経済と二酸化炭素削減に及ぼす効果の試算」 
 ～家計調査、産業連関表、フード・マイレージを用いた分析～ 

令和４年５月 

 

 

活動報告 

第 6 号 「農村政策フェローの活動状況」 
～令和元年度・２年度活動実績及び令和３年度計画～ 

令和３年２月 

第 13 号 「農村政策フェロー３年間の活動実績」 令和４年３月 

第 19 号 「紫波町おける新たな農業の取組みと農村政策フェローのジャンル確立」 
～農村生活フェロー４年間の活動を通じて～ 

令和５年２月 

第 25 号 「産業政策監における EBPM とアジャイル型プロジェクト」 
～令和 5 年度農村政策フェロー活動報告会～ 

令和 6 年 1 月 
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（２）新聞・雑誌への取材対応と執筆 

 

  

区分 掲載紙・雑誌 掲　載　月　日 掲載ページ 　　タ　　　イ　　　ト　　　ル

農業共済新聞 2021年7月1日 １面トップ 水田転作へ高まる期待

2021年11月26日 １面 広がる地域まるっと中間管理方式

2021年12月10日 １面トップ 注目集める子実用トウモロコシ

2021年3月25日 「国産」名乗る使命感　岩手県紫波町

2022年7月19日 ２面 地産地消の恩恵可視化

2022年7月29日 １面トップ ＡＩ活用将来像探る

2022年8月3日 14面生活 病院でなく地域で住民の健康を支える

2022年8月7日 １面トップ 集落営農、一社化の動き

2022年1月16日 イベント紹介 畑ある生活　新鮮な魅力

2022年1月14日 イベント紹介 畑と暮らす豊かさ知って

2022年2月23日 １面トップ つなぐ農・食・命

2022年2月24日 ２面 つなぐ農・食・命

2022年6月19日 ２面 つなぐ農・食・命

2023年11月28日 県北・盛岡 農業を先導東北学会賞

2023年12月16日 人 東北農業経済学会賞実践賞を受賞した

2021年6月28日 論壇 飼料の地域自給率高めよ

2022年1月11日 論壇 畑に見いだす新たな価値

2022年3月3日 論壇 転作田交付金見直し再考を

2022年6月17日 論壇 子実用トウモロコシ拡大を

2022年8月24日 論壇 子実用トウモロコシ拡大を

2023年2月17日 論壇 農家への直接支払制度求む

2023年5月1日 p48～p51 遊休農地を生かしてコミュニティ共創型農業

2023年7月5日 p100～p106 将来の町の遊休農地、エリア別活用戦略

2021年10月 現地だより 岩手県紫波町における子実用トウモロコシ産地化の取り組みについて

2023年1月 巻頭言 農業経営分野における研究成果の社会実証

学会誌 農村経済研究 2023年11月投稿 招待論文 地域計画作成に向けたEBPMとアジャイル型プロジェクト

新聞

雑誌

全国農業新聞

日本農業新聞

岩手日報

季刊地域

経営通信
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＜経営通信 2023 年 1 月 巻頭言＞ 

農業経営分野における研究成果の社会実証 

 

小川 勝弘  

岩手県紫波町産業部産業政策監 農村政策フェロー 

  

 小職は、現在、岩手県紫波町で農村政策フェローとして町の農政課題解決のための調査研究と課題解決に向

けたリーディングプロジェクトの創案と試行を行っています。前職では、岩手県職員として研究、行政、普

及、教育に従事しました。本稿では、農業経営の研究成果を出す部門から研究成果を活用する行政、普及部門

に在職した経験をもとに農業経営研究への期待を述べてみたいと思います。 

まず、現場では農業経営分野の研究成果が難しくて分かりにくいと言われます。これは筆者もユーザーとして

実感するところで学会での議論や研究成果が現場に伝わりにくい理由のひとつと考えます。農業経営分野の専

門家の中では緻密な議論と厳密な表現が必要ですが、そのままでは専門家以外の人にとっては理解が難しい面

があります。ユーザーがわかりやすい形式で公表することにより研究成果が広く浸透すると考えます。 

また、行政現場では、農業経営分野の研究成果が政策の立案に直接的には結びつかないという誤解がありま

す。これは研究と現場のベクトルの方向の違いからくるものです。研究は、統計データや調査データを集めて

分析し理論化するという科学的なアプローチをするので、どちらかというと過去を向いたベクトルになりがち

です。 

一方、行政の場合、将来の目指すべき姿を実現する政策を実施するためベクトルの方向は将来に向けられて

おり、必ずしも過去のデータに依拠しているわけではありません。 

さらに、普及現場では、農業経営分野における研究成果を具体的な経営改善の指導に使いづらいという意見

もあります。農業経営研究では、先進事例を調査し、経営の発展過程やマネジメントの特徴等を整理すること

がありますが、普及現場で対象とする現実の経営体とはバックグラウンドが異なるために、そのままでは適用

できません。研究成果を踏まえて、個別の指導対象を具体的にどう改善すればいいかというコンサルティング

が必要とされます。 

以上のことから、今後、農業経営分野の研究成果の公表の仕方を、より現場の行政、普及、農業者に分かり

やすいものにする必要があります。また、研究成果をもとに政策立案や経営コンサルティングに関わっていく

ことにより、農業経営分野における研究成果がより活かされることと思います。いわば「研究成果の社会実

証」です。 

当町産業政策監では農政課題の解決に当たって PDR サイクルを取り入れています。役場への相談や要望の中

から課題化して解決可能なものを対象にして調査研究（Prep 準備）し、リーディングプロジェクトを試行（Do

実行）しながら、より効果的な制度に磨きをかけて農政課と評価して（Review 評価）、農政課で本格的に実施

するという仕組みです。Prep の段階で既往の農業経営分野の研究成果を活用しています。 

現在の農業問題は技術開発のみで解決できるものでなく、マーケティング、新たなビジネスモデル構築や制

度設計など農業経営研究の知見無くしては解決できないものです。今後農業経営研究の深化を進めるとともに

研究成果の社会実証を通じて我が国の農業問題の解決に貢献されることを期待します。 
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（３）講演会・研修会での講演 

 

番号 開催月日 開催場所 主　催 研　修　会　名 演　　題　　・　　テ　　ー　　マ

1 2019年7月29日 紫波町役場 農林課 人・農地プラン全体説明会 人・農地プランを巡る情勢

2 2019年8月1日 ＪＡ古館支所 農林課
人・農地プラン古館地区説
明会

人・農地プランを巡る情勢

3 2019年8月8日 赤沢公民館 農林課
人・農地プラン赤沢地区説
明会

人・農地プランを巡る情勢

4 2019年12月17日 紫波町役場 産業政策監
子実用トウモロコシ導入可
能性研修会

子実用トウモロコシを巡る情勢について

5 2020年2月22日 岩手県立大学
農業経済研究
ネットワークい
わて

令和元年度農業経済研究
ネットワークいわて研究会

人・農地プランの実質化、担い手育成、地域農政の展開方向
　～農村政策フェローとしての活動内容から～

6 2021年1月21日 紫波町役場 産業政策監
令和2年度農村政策フェロー
活動度報告会

農村政策フェロー２年間の活動内容

7 2021年2月9日 紫波町役場
紫波町議会町民
クラブ

町民クラブ会派研修会 紫波町の農業振興について

8 2021年3月10日
盛岡市　アイー
ナ

東北農業研究セ
ンター

水稲直播・子実用トウモロ
コシフォーラムｉｎ岩手

紫波町における子実用トウモロコシの取組について

9 2021年4月14日 岩手県議会 岩手県議会
環境問題・地球温暖化対策
調査特別委員会

鉄理論とサンライズ花海道による三陸復興
　～ラジオ番組「まじぇ５時」の放送内容～

10 2021年4月20日 紫波町役場
紫波町農業委員
会

農地利用最適化推進委員・
農業委員研修会

子実用トウモロコシ産地化の取り組み

11 2021年7月21日 紫波町役場 議会事務局 紫波町議会政務調査会 紫波町の担い手と農地の動向と子実用トウモロコシ産地化の取り組み

12 2021年11月22日
東北農業研究セ
ンター

東北ハイテク研
究会

東北ハイテク研究会セミ
ナー

岩手県紫波町における子実用トウモロコシ産地化の取り組み

13 2021年12月17日 紫波町役場 産業政策監
紫波町における子実用トウ
モロコシ産地化検討会

紫波町で子実用トウモロコシ産地化に取り組む背景とねらい

14 2021年12月20日 紫波町役場
紫波町農業委員
会

農地利用調整会議 町内の地区別農業生産構造の動向分析と今後の農業振興策について

15 2022年1月12日
ＪＡパーフルパ
レス

東北ハイテク研
究会

紫波町の農業の未来を一緒
に考えてみませんか

今後の農業振興の考え方

16 2022年1月13日
盛岡広域地方振
興局

盛岡広域振興局
農政部

地域農業マスタープランの
実践に係る地方推進会議

紫波町における地域農業マスタープランの取り組み
～一般社団法人里地里山ねっと漆立による地域の農地の一元的管理の
事例～

17 2022年1月31日 紫波町役場 産業政策監
令和３年度農村政策フェ
ロー活動報告会

農村政策フェロー３年間の活動実績

18 2022年2月18日
エスポワールい
わて

岩手県農業会議
農業委員会会長・事務局長
合同研修会

紫波町における人・農地プランの取り組み状況
～ＰＤＲサイクルによる農地有効活用リーディングプロジェクト推進
～

19 2022年3月18日
みんラボ事務所
（ｵﾝﾗｲﾝ）

みんなの健康ら
ぼ

みんらぼユーチューブ大学 農業体験農園の取組について　～畑の新たな価値発見～

20 2022年6月21日
ＪＡパーフルパ
レス

ＪＡいわて中央
ＪＡいわて中央紫波地域女
性部レディースセミナー

畑に見いだす新たな価値

21 2022年6月26日
滝沢市ビック
ルーフ

滝沢市
スマート農業からキヅク持
続可能な水田農業のしくみ
づくり説明会＆研修会

一般社団法人里地里山ネット漆立の設立について

22 2022年11月10日
盛岡市サンセー
ル

岩手県
むら・もり・うみフォーラ
ム

畑に見いだす新たな価値と地産地消の効果～紫波町の地域おこし協力
隊の活動事例から～

23 2022年12月20日 紫波町役場
紫波町農業委員
会

農地利用調整会議
農地の今後の需給見通しと地域の農地管理主体
　～集落営農実態調査及び集落営農と財務資料分析をもとに～

24 2023年2月3日

会津若松市生涯
学習総合セン
ター

会津若松市農業
委員会

会津若松市農業委員会資質
向上研修会

地域の農地を一元的に管理する管理主体の創設
　～一般社団法人里地里山ネット漆立の事例～

25 2023年2月6日 紫波町役場 産業政策監
令和４年度農村政策フェ
ロー活動報告会

紫波町における新たな農業の取組みと農村政策フェローのジャンル確
立
　～農村政策フェロー４年間の活動実績に基づく～

26 2023年9月23日 弘前大学
東北農業経済学
会

シンポジウム　みどりの食
料システム戦略と東北農業
の多様性

農地の需給見通しを踏まえた地域農業の複合的展開
　～岩手県紫波町の取り組みを事例として～

27 2023年10月17日 紫波町役場
三八地区農業委
員会連絡協議会

三八地区農業委員会連絡協
議会視察

担い手の動向と農地の需給の見通し
　～農林業センサスと認定農業者の経営改善計画をもとに～

28 2023年11月13日 紫波町役場 産業政策監
令和5年度農村政策フェロー
活動報告会

産業政策監におけるEBPMとアジャイル型プロジェクト
～農村政策フェロー5年間の活動の集大成～

29 2024年2月14日
北上市さくら
ホール

東北農業研究セ
ンター

令和5年度子実トウモロコシ
実績検討会

「子実用トウモロコシ産地化の課題と対応方向」～紫波町での実証試
験を踏まえて～
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（４）学術調査・意見交換会・視察研修への対応 

 

（５）東北農業経済学会賞実践賞受賞 

 

年　月　日 　　対　　応　　相　　手 　　対　　　応　　　内　　　容

2021年11月18日 酪農学園大学 子実用トウモロコシの取り組み状況について

2021年12月15日 政策研究大学院大学 人・農地プランの取り組み状況について

2023年2月27日
九州大学・秋田県立大学・東北大学・岩手
農研

地域の農地の一元的管理について

2023年7月14日 農林中金総合研究所 子実用トウモロコシについて

2022年9月6日 岩手県農業振興課 地域計画について

2022年9月26日 農水省経営局農地政策課 地域計画の目標地図の作成について

2022年8月18日 魅力ある地域づくり研究所 里地里山ネット漆立について

2022年11月12日 東北農政局生産流通部生産振興課 稲作の低コスト化について

2022年11月22日 農水省大臣官房消費流通統計課 食料・農業・農村基本法の見直しについて

2023年10月12日
ＪＡいわて中央農業協同組合
一般社団法人　農業開発研修センター

ＪＡいわて中央農業ビジョン策定にかかるヒアリング調査

2021年7月6日 盛岡市玉山支所 特定農業法人の設立について

2021年6月17日 西和賀町 一般社団法人の設立について

2022年1月18日 秋田県羽後町 一般社団法人の設立について

2022年4月7日 滝沢市 地域の農地の一元的管理について

2023年2月14日 山形県山形市 一般社団法人の設立について

2023年2月20日 上十三地区農業委員会連絡協議会 ＡＩによる農地の需給見通しと地域計画について

2023年2月21日 大分県西部振興局 地域の農地の一元的管理について

2023年10月17日 三八地区農業委員会連絡協議会 担い手の動向と農地需給の見通しについて

意見交換会対応

学術調査対応

視察研修対応
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産業政策監における EBPM とアジャイル型プロジェクト 

      ～令和 5 年度農村政策フェロー活動報告会～ 
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